
令
和
３
年
度

決
算
概
要

　

府
中
町
の
令
和
３
年
度
決
算

は
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
た

結
果
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計

(

土
地
取
得
・
国
民
健
康
保
険
・

介
護
保
険
・
後
期
高
齢
者
医
療)

、

下
水
道
事
業
会
計
の
い
ず
れ
の
会

計
も
黒
字
決
算
と
な
り
、
各
財
政

指
標
も
良
好
な
結
果
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　
年
度
末
の
財
政
調
整
積
立
基
金

残
高
は
14
億
６
６
６
５
万
９
千

円
、
歳
入
総
額
か
ら
歳
出
総
額
を

差
し
引
い
た
形
式
収
支
は
３
億
２

４
４
２
万
９
千
円
、
形
式
収
支
か

ら
翌
年
度
へ
繰
越
す
べ
き
財
源
、

３
０
４
５
万
円
を
差
し
引
い
た
実

質
収
支
は
２
億
９
３
９
７
万
９
千

円
と
な
り
ま
し
た
。�

216億 9985万8千円
歳入総額 歳出総額213億 7542万9千円

国・県支出金　69億7022万4千円（32.2％）

町税　71億9005万9千円（33.1％）

町債　31億3450万6千円（14.4％）

地方交付税　17億9756万5千円（8.3％）

地方消費税交付金　12億1556万円（5.6％）

諸収入　1億5706万3千円（0.7％）
その他（※）　5億9925万6千円（2.8％）

分担金及び負担金　2億6686万1千円（1.2％）

町の財政状況に応じて国から交付されたお金

国で徴収された地方消費税のうち町へ交付さ
れたお金

町が行う事業に対する国・県からの負担金や補
助金

事業を行うために借りたお金

民生費　87億8764万8千円（41.1％）

教育費　28億2039万5千円（13.2％）

土木費　17億3762万2千円（8.1％）

総務費　27億3315万3千円（12.8％）

公債費　21億8105万5千円（10.2％）

衛生費　19億9372万3千円（9.3％）

消防費　5億8808万円（2.8％）

商工費　1億4730万1千円（0.7％）

その他　3億8645万2千円（1.8％）

※その他には、財産収入や地方譲与税などを含みます。

町民１人当たりに
換算すると･･･
(令和３年度末人口52,935人)

【町民１人が納めた町税】
　　13万5828円
【町民１人当たりに使われたお金】
　　40万3805円

安定した社会生活を保障するための経費

道路・まちづくりなどに使う経費

町の借入金の返済や利息を支払うための経費

教育委員会・小中学校・社会教育のための経費

企画･財政･戸籍･徴税･選挙･職員人事等の経費

消防事務・災害予防･対策等に要する経費

ごみ処理･検診･予防接種などの経費

商工業の振興等に要する経費

　前年度と比較し、国庫支出金が40.7％減、地方交付
税が51.1％増となり、歳入総額としては、4.8％減の
216億9985万8千円となりました。

【歳入】 【歳出】
　前年度と比較し、総務費が60.5％減、民生費が
20.1％増となり、歳出総額としては、4.6％減の
213億7542万9千円となりました。

地
方
消
費
税
交
付
金
の
使
い
み
ち

　

地
方
消
費
税
交
付
金
の
う
ち
、

平
成
26
年
度
以
降
の
増
収
分
は
、

社
会
保
障
施
策
に
要
す
る
経
費
に

充
て
ま
す
。
令
和
３
年
度
の
地
方

消
費
税
交
付
金
（
社
会
保
障
財
源
化

分
）
は
、
６
億
６
７
７
６
万
７
千
円

で
、
社
会
福
祉
、
社
会
保
険
、
保
健

衛
生
に
関
す
る
事
業
費
64
億
７
５
４

５
万
９
千
円
の
財
源
の
一
部
と
し
て

充
て
ま
し
た
。

都
市
計
画
税
の
使
い
み
ち

　
都
市
計
画
税
は
、
都
市
計
画
事
業

や
土
地
区
画
整
理
事
業
に
要
す
る
経

費
に
充
て
る
た
め
の
目
的
税
で
す
。

　

令
和
３
年
度
の
都
市
計
画
税

は
、
４
億
１
５
６
６
万
１
千
円

で
、
街
路
事
業
や
区
画
整
理
事
業

等
の
都
市
計
画
事
業
費
12
億
３
９

１
万
９
千
円
の
財
源
の
一
部
と
し

て
充
て
ま
し
た
。

繰越金　3億6876万4千円（1.7％）

一 

般
会
計

問	

財
政
課　
☎
２
８
６
‐
３
１
３
２

議会費　1億4708万9千円
災害復旧費　1億3215万2千円
農林業費　5942万1千円
労働費　4779万円
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歳　入 歳　出
土地取得 103円 103円

国民健康保険 44億6051万4千円 44億1676万7千円
介護保険 41億1428万2千円 39億4373万5千円

後期高齢者医療 8億1356万3千円 8億650万3千円

区 分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
健全化判断比率 　　　　　　－　　　※ 　　　　　　－　　　※ 6.8％ 99.3％
(早期健全化基準) (13.20％) (18.20％) (25.0％) (350.0％)
(財政再生基準) (20.00％) (30.00％) (35.0％)

区 分 下水道事業会計
資金不足比率 　　　　　　　　－　　　　　　※

(経営健全化基準) (20.00％)

健全化判断比率 資金不足比率

　財政状況を明らかにし、必要な場合は早期改善を促すため、地方公共団体は財政が健全であるかどうかを判断す
る全国的な指標 ｢健全化判断比率・資金不足比率｣ を公表しています。いずれかが基準以上となった団体は、財政
健全化計画や財政再生計画の策定が義務付けられています。府中町の財政は、いずれも基準を下回っており、健全
な状態です。

［実質赤字比率］一般会計等(一般会計および土地取得特別会計)の実質赤字の比率
［連結実質赤字比率］全ての会計の実質赤字の比率
［実質公債費比率］�義務的に支出する公債費や公債費に準ずる経費の比率�(３年

間の平均値)
［将来負担比率］�地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負債を

捉えた比率
※実質赤字額・連結実質赤字額がない場合は「－」を記載しています。

［資金不足比率］�公営企業ごとの資金不
足の比率

※�資金不足額がない場合、「－」を記載
しています。

　特別会計は一般会計と区分し、特定の収入と支出
で経理を行う会計です。

特別会計

健全化判断比率・資金不足比率

下水道事業会計
収益的

収入および支出

区分 決算額 資本的
収入および支出

区分 決算額
下水道事業収益 12億9971万2千円 資本的収入 9億1947万7千円
下水道事業費用 12億6341万8千円 資本的支出 15億279万6千円

一般会計
主な事業

・保育施設等従事者支援給付金事業　� 2,281万円
・妊婦特別定額給付金給付事業� 3,601万7千円
・商工業支援事業� 1億112万7千円
・急傾斜地崩壊対策事業� 4,752万1千円
・防災体制強化事業� 1,208万3千円
・消防自動車等購入事業� 3,847万5千円
・小学校施設改修等事業� 1億5,235万円
・府中公民館等改築事業� 12億525万7千円

府中公民館等改築事業
府中公民館等複合施設の改築
工事を実施

消防自動車等購入事業
高規格救急自動車を更新

令
和４年度の予算執行状況等
　令和４年度上半期（４月～９月）の執行状況については、町ホームページで公開しています。
　（町政情報＞町政運営・行政改革＞財政情報） ホームページはこちらから▶
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